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一般会計および特別会計の財政事情 

 



令和４年度決算の概要について 

 

第１ 一般会計の決算状況 

 

１ 決算の規模等   

令和４年度の一般会計の決算額は、歳入が 73億 1,399万３千円、歳出が 67億 868 万５千円となり、歳

入歳出差引額は６億 530万８千円となりました。このうち令和５年度に繰り越した事業に要する財源３億

9,769万３千円を差し引くと、実質収支は２億 761万５千円の黒字となっています。 

 

令和４年度の我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が緩和されつつありますが、

ロシアによるウクライナ侵略等を主な背景に、原油や穀物等の価格や供給の不安定化により先行きの不確

実性が高くなっており、コロナ禍における原油価格・物価高騰等総合緊急対策等により社会経済活動の回

復に向けた施策を講じられたところです。 

県内においては、個人消費は、緩やかに回復しつつあり、生産活動は、原材料価格高騰等の影響がみら

れるものの回復しつつあり、また、雇用情勢は、持ち直しつつあります。先行きについては、景気が持ち

直していくことが期待されますが、世界的な金融引締め等が続く中、海外経済の下振れが景気の下押しリ

スクとなる不安を感じたところです。 

 

このような状況の中、令和４年度については、「明るく元気で活力あふれる強いまち竜王町」、「次世代に

誇れるまち竜王町」づくりを柱とし、第六次総合計画で定めた10年後のあるべき姿「若者も暮らしたい 希

望かなえる 輝竜の郷 ～心弾む 新時代へのチャレンジ～」を実現するため、限られた財源の中でも、

重点施策プロジェクトの取組を中心に実施しました。主な事業として、竜王町中心核整備に係る「交流・

文教ゾーン」の事業地造成等の実施設計、令和７年度の滋賀国民スポーツ大会に向けた施設整備、旧竜王

西幼稚園を西小学校区の学童保育所として活用するための改修工事ならびに住民窓口のワンストップ化の

実現に向けて、また、バリアフリー化および災害時対応のため、総合庁舎別館改修工事および総合庁舎便

所（西側）改修工事に着手しました。物価高騰等の対策として、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給

付金および電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金を給付しました。さらに、新型コロナウイルス

感染症対応地方創生臨時交付金を活用して、生活者および事業者支援として割引クーポンの発行ならびに

農業者、保育所、介護保険事業所および障害福祉事業所に対する資材等高騰対策支援を行いました。 

 

歳入においては、町税について、法人町民税が減少したものの、固定資産税が増加したことにより、１

億9,712万１千円増加しました。これに伴い、普通交付税は交付されませんでした。また、ふるさと納税に

ついては、令和３年度に引き続き２億円を超える寄附をいただきました。 

 

歳出については、普通建設事業費について、畜産競争力強化対策整備事業費補助金の増、総合庁舎別館

改修工事の増等により４億9,292万１千円増加しました。積立金については、財政調整基金積立金の減、減

債基金積立金の減等により２億2,441万４千円減少しました。扶助費については、子育て世帯への臨時特別

給付金の減等により１億7,629万５千円減少しました。 

 

 



第１表 令和４年度一般会計決算の状況 

区     分 令和３年度 令和４年度 比較増減 

歳 入 総 額 

円 

7,143,791,952 

円 

7,313,993,103 

円 

170,201,151 

歳 出 総 額 6,687,262,044 6,708,685,207 21,423,163 

歳 入 歳 出 差 引 額 456,529,908 605,307,896 148,777,988 

翌年度へ繰り越すべき財源 65,884,000 397,693,000 331,809,000 

実 質 収 支 390,645,908 207,614,896 △183,031,012 

単 年 度 収 支 211,771,779 △183,031,012 △394,802,791 

積 立 金 （ 財 調 ） 220,474,493 27,306,239 △193,168,254 

繰 上 償 還 金 0 0 0 

積 立 金 取 崩 額 （ 財 調 ） 0 0 0 

実 質 単 年 度 収 支 432,246,272 △155,724,773 △587,971,045 

 

実質収支および単年度収支の推移  

 

 

 

 







第３表  自主財源と依存財源の構成状況                                （単位 千円） 

区分 決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

自主財源 4,244,660 59.4% 4,726,711 64.6% 482,051 11.4%

町税 3,451,384 48.3% 3,648,505 49.9% 197,121 5.7%

分担金及び負担金 38,803 0.5% 41,455 0.6% 2,652 6.8%

使用料及び手数料 17,712 0.2% 19,315 0.3% 1,603 9.1%

財産収入 12,482 0.2% 43,081 0.6% 30,599 245.1%

寄附金 213,355 3.0% 213,252 2.9% △103 △0.0%

繰入金 237,611 3.3% 208,634 2.8% △28,977 △12.2%

繰越金 198,396 2.8% 456,530 6.2% 258,134 130.1%

諸収入 74,917 1.1% 95,939 1.3% 21,022 28.1%

依存財源 2,899,132 40.6% 2,587,282 35.4% △311,850 △10.8%

地方譲与税 47,959 0.7% 47,573 0.7% △386 △0.8%

利子割交付金 1,615 0.0% 947 0.0% △668 △41.4%

配当割交付金 10,818 0.2% 9,413 0.1% △1,405 △13.0%

株式等譲渡所得割交付金 12,890 0.2% 7,389 0.1% △5,501 △42.7%

地方消費税交付金 352,042 4.9% 359,698 4.9% 7,656 2.2%

法人事業税交付金 178,496 2.5% 136,013 1.9% △42,483 △23.8%

ゴルフ場利用税交付金 17,677 0.2% 16,570 0.2% △1,107 △6.3%

自動車税環境性能割交付金 6,082 0.1% 7,480 0.1% 1,398 23.0%

地方特例交付金 34,123 0.5% 10,532 0.2% △23,591 △69.1%

地方交付税 243,371 3.4% 35,727 0.5% △207,644 △85.3%

交通安全対策特別交付金 1,646 0.0% 1,457 0.0% △189 △11.5%

国庫支出金 1,126,738 15.8% 923,952 12.6% △202,786 △18.0%

県支出金 476,578 6.7% 697,131 9.5% 220,553 46.3%

町債 389,097 5.4% 333,400 4.6% △55,697 △14.3%

合計 7,143,792 100.0% 7,313,993 100.0% 170,201 2.4%

比較令和４年度令和３年度

 



歳入（自主財源と依存財源の構成状況） 

 



























２ 一時借入金 

一時借入金は、予算の執行に当たって支払資金が一時的に不足する場合に、国または銀行等から借り入

れるものです。この借入金は借入れを行った年度に返済しなければならない債務であり、あらかじめ町議

会の議決を得た最高限度額の範囲内において一時的に借り入れるものです。  

 なお、令和５年度上半期の借入状況は、次のとおりです。 

 

(1) 一般会計（借入限度額 20億円） 

借 入 金 額

100,000千円 令和５年４月17日 ～ 令和５年６月12日

100,000千円 令和５年４月17日 ～ 令和５年６月12日

100,000千円 令和５年４月17日 ～ 令和５年６月12日

借 入 期 間借 入 先

財政調整基金

財政調整基金

財政調整基金
 

 (2) 国民健康保険事業特別会計（事業勘定）（借入限度額１億円） 

上半期の借入れはいたしておりません。 

(3) 国民健康保険事業特別会計（施設勘定）（借入限度額５千万円） 

上半期の借入れはいたしておりません。 

(4) 介護保険特別会計（借入限度額４千万円） 

上半期の借入れはいたしておりません。 

 

第７ 町有財産の状況について 

 

町有財産は、町が行政運営を円滑に進めるための基礎となるものですので、常に良好な状態で管理され

なければなりません。 

 現在、町が所有しております財産の状況は第 14表のとおりであり、これらの財産は、庁舎、学校等のよ

うに公用または公共の用に直接供されることを目的とする行政財産と、町が一般の私人と同様の立場で保

有する普通財産とがあります。これらの管理運用につきましては、条例、規則等で規定されており、常に

一定の秩序のもとに所有の目的に応じて最も効率的な運用に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 






